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１ 分析の手順 

 経済波及効果分析ツールでは、主に３つのステップで作業を行って分析します。 

 ❶ 増加額等の設定 

 分析ツールへの入力にあたり、まず分析したい事例について増加額（需要額または生産額）、

県内自給率や価格評価等をそれぞれ設定します。 

 増加額等の設定内容によって、分析結果に大きく差が出ることがあります。関係者へのヒアリ

ング、統計資料やアンケート結果等を踏まえ、より精度の高い分析となるよう注意しながら設定

してください。 

遊園地の開設 

⇓ 
（購入者価格） 

建設費���億 

入場料等���億 

飲食費��億 HWF� 

産業連関表の部門分類へ 

（費目）  （統合中分類） 

建設費  ⇒ 建築 

入場料等 ⇒ 娯楽サービス 

飲食費  ⇒ 飲食サービス 
（県内自給率独自設定なし） 

 ❷ 産業連関表の部門分類への対応 

 分析ツールの「部門分類」シートに記載の品目例示を参考にしながら、どの部門分類（中分

類）に対応するか設定してください。なお、県内自給率を変更したい場合、部門分類ごとに設定

してください。 

分析ツールへ入力 

⇒分析結果算出 

 ❸ 分析ツール入力 

 分析ツール上の分析者作業用シートに設定した値を入力すると、結果確認用シートに分析結果

が算出されます。また、「フローチャート」シートには第２章「経済波及効果分析の算出方法」

(P.12～14)で説明されている波及効果の計算過程が記載されています。 

❶ ❷ 

❸ 

 分析を行う際の参考として、各分析ツールの利用方法と事例を紹介します。入力手順等を示し

ましたので、実際にツールを操作しながら分析してみてください。なお、利用の手引きで紹介し

ている事例は全て架空の条件となっていますので、類似の分析を行う際には御注意ください。 

 第３章 経済波及効果分析ツール 

※ 事前に「はじめに」シート及び「前提」シートを必ず御確認下さい。 
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２ 需要増加ツール 

 ● 特徴 

 分析ツールの基本となるものであり、最終需要の増加額を当該部門に入力することで分析を行う

ことができます。小売、観光業及び建設業の売上等は最終需要であることが明らかであるため、需

要増加ツールを利用して分析できます。 

 ● 利用方法 

 ・「はじめに」シートと「前提」シートを御確認下さい。 

 ・「基本設定」シートのオレンジ色のセルに必要事項を入力・設定してください。 

 ・「入力①」シートまたは「入力②」シートに分析内容を入力してください。 

  「基本設定」シートで選択したシートのみ反映されます。どちらかのシートを御利用下さい。 

   ※ 需要増加費目を一覧として入力する場合は「入力①」シートを、 

     部門分類に直接数値を入力する場合は「入力②」シートを御利用下さい。 

 ・分析の結果は「結果」シートに出力されます。 

  「部門別内訳」シート及び「フローチャート」シートも併せて御確認下さい。 

① 確認 ② 入力 ③ 結果出力 
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【事例１－１】県内産農作物の消費が拡大した場合の経済波及効果 

（１） 分析内容 

 一般的には消費拡大した場合、県産品のみで賄われるわけではなく、一部は県外や国外からの

移輸入によって賄われるため、需要増は100％県内生産を押し上げるとは限らない。 

 しかし、地産地消の推進により需要が増加した場合、需要増は100％県内生産増に結び付く。 

 今回の事例では、地産地消を推進した結果、神奈川県内の農作物の自給率が上昇し、県内産農

作物の消費が拡大した場合の経済波及効果について分析する。 

（３） 需要の増加額 

費目 金額（万円） 価格評価 部門分類 

県内産農作物 1,000  購入者価格 耕種農業 

 ※ 県内自給率は「011 耕種農業」を100％とし、消費転換率は初期設定値を利用する。 

（４） 入力の手順 

ⅰ 「基本設定」シートのオレンジ色のセルに入力します。今回の金額規模の場合、 

  分析結果の各数値は整数までしか表示されないため、②表示単位の金額は「万円」を選択し

ます。 

 

ⅱ 「部門分類」シートの「品目例示」列を参考に、分析したい需要増加額の費目が、 

  黄色セル「中分類」のうち、どの分類に該当するか選択します。 

  今回の場合、「011 耕種農業」を選択します。 

 

ⅲ 「入力①」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

（２） 内容の設定 

 神奈川県内の農作物の自給率が上昇したことにより、県内産農作物の県内消費が1,000万円（購

入者価格）増加したと仮定する。 

 ここでは、需要増加額の費目（県内農作物）から分析するため、「入力①」シートを用いる。 

 費目ではなく、「部門分類」シートの中分類から分析する場合には、「入力②」シートを用い

る。 

≪ⅰ 「基本設定」シート≫ 

①分析タイトル・内容

②表示単位

金額 万円

人数 人
分析実施日記載 しない

③消費転換率

※　入力しない場合、消費転換率は61.9％となります。

④使用シート

入力シート ①

第２次間接波及効果の計算に用いる消費転換率（％）

県内産農作物の消費が拡大した場合の経済波及効果分析タイトル

分析内容

一般的には消費拡大した場合、県産品のみで賄われるわけではなく、一部は県外や国外から
の移輸入によって賄われるため、需要増は100％県内生産を押し上げるとは限らない。
　しかし、地産地消の推進により需要が増加した場合、需要増は100％県内生産増に結び付
く。
　今回の事例では、地産地消を推進した結果、神奈川県内の農作物の自給率が上昇し、県
内産農作物の消費が拡大した場合の経済波及効果について分析する。
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≪ⅱ 「部門分類」シート≫ 

≪ⅲ 「入力①」シート≫ 

需 要 増 加 額 一 覧

費 目 金 額 ： 万 円 価 格 評 価 大 分 類 中 分 類

1 県内産農作物 1,000 購入者価格 農林漁業 耕種農業

2

No.
需 要 増 加 産 業 連 関 表 部 門 分 類

価 格 変 換 後 の 需 要 増 加 額 （単位：万円）

生産者価格 購入者価格

011 耕 種 農 業 0 1,000 100.0% 615

012 畜 産 0 0 0

013 農 業 サ ー ビ ス 0 0 0

015 林 業 0 0 0

017 漁 業 0 0 0

061 石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス 0 0 0

062 そ の 他 の 鉱 業 0 0 0

111 食 料 品 0 0 0

112 飲 料 0 0 0

113 飼 料 ・ 有 機 質 肥 料 （ 別 掲 を 除 く 。 ） 0 0 0

114 た ば こ 0 0 0

151 繊 維 工 業 製 品 0 0 0

152 衣 服 ・ そ の 他 の 繊 維 既 製 品 0 0 0

需要増加額
（価格変換後）

需要増加額一覧より

県内自給率N0. 部 門 分 類 （ 中 分 類 ）

659 他 に 分 類 さ れ な い 会 員 制 団 体 0 0 0

661 物 品 賃 貸 サ ー ビ ス 0 0 0

662 広 告 0 0 0

663 自 動 車 整 備 ・ 機 械 修 理 0 0 0

669 そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0 0 0

671 宿 泊 業 0 0 0

672 飲 食 サ ー ビ ス 0 0 0

673 洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業 0 0 0

674 娯 楽 サ ー ビ ス 0 0 0

679 そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス 0 0 0

681 事 務 用 品 0 0 0

691 分 類 不 明 0 0 0

合 計 0 1,000 　 1,000
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１　分析タイトル

２　分析内容

３　初期投資額 （単位：万円）

1,000 消費転換率
839 61.9%
161

４　分析結果 （単位：万円、人）

生産誘発額 就業誘発者数

粗付加価値誘発額

雇用者所得
誘発額

総合効果（合計） 1,170 690 233 4 1

直接効果 839 513 154 3 1
第１次間接波及効果 228 107 55 0 0
第２次間接波及効果 104 70 24 0 0
波及効果倍率（生産誘発額÷最終需要増加額） 1.17 倍
生産誘発倍率（生産誘発額÷直接効果） 1.40 倍

５　生産誘発額上位10部門内訳（統合中分類） （単位：万円）

NO. 部門分類（統合中分類） 直接効果 第１次間接波及効果 第２次間接波及効果 総合効果

011 耕種農業 615 1 0 616
511 商業 194 36 12 241
573 自家輸送 0 36 1 37
553 住宅賃貸料（帰属家賃） 0 0 26 26
572 道路輸送（自家輸送を除く。） 19 5 1 25
669 その他の対事業所サービス 0 17 3 20
013 農業サービス 0 19 0 20
531 金融・保険 0 7 7 14
201 化学肥料 0 14 0 14
663 自動車整備・機械修理 0 12 1 13

828 146 51 1,025

６　経済波及効果・雇用創出効果及び生産誘発額上位10部門グラフ （単位：万円、人）

（注）１　四捨五入の関係で、合計が内訳の総額と一致しない場合があります。
　　　２　経済波及効果分析には、波及の中断がない等の仮定・前提条件がありますので御留意ください。

平成27（2015）年神奈川県産業連関表による
経済波及効果分析結果（統合中分類）

県内需要額（直接効果）

最終需要増加額

合 計

雇用
誘発者数

県内産農作物の消費が拡大した場合の経済波及効果

一般的には消費拡大した場合、県産品のみで賄われるわけではなく、一部は県外や国外からの移
輸入によって賄われるため、需要増は100％県内生産を押し上げるとは限らない。
　しかし、地産地消の推進により需要が増加した場合、需要増は100％県内生産増に結び付く。
　今回の事例では、地産地消を推進した結果、神奈川県内の農作物の自給率が上昇し、県内産農
作物の消費が拡大した場合の経済波及効果について分析する。

＜参考＞県外需要額

616 

241 

37 26 25 20 20 14 14 13 

生産誘発額

上位10部門

直接効果
第１次間接波及効果
第２次間接波及効果
総合効果

839 

513 

154 
228 

107 
55 

104 70 
24 

経済波及効果

う
ち雇

用
者
所
得

誘
発
額

生
産
誘
発
額

う
ち粗

付
加
価
値

誘
発
額

3 

1 

0 0 0 0 

雇用創出効果

就
業
誘
発
者
数

う
ち雇

用
誘
発
者
数

 ≪ⅰ 「結果」シート≫ 

（５） 結果の表示 
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（ 単 位 ： 万 円 ）

1 011 耕 種 農 業 615.31 0.55 0.04 615.90

2 511 商 業 194.12 35.56 11.66 241.35

3 573 自 家 輸 送 0.00 35.99 0.85 36.84

4 553 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ） 0.00 0.00 25.90 25.90

5 572 道 路 輸 送 （ 自 家 輸 送 を 除 く 。 ） 19.02 4.61 0.98 24.62

6 669 そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0.00 16.88 2.88 19.76

7 013 農 業 サ ー ビ ス 0.00 19.47 0.21 19.68

8 531 金 融 ・ 保 険 0.00 6.97 6.94 13.91

9 201 化 学 肥 料 0.00 13.67 0.00 13.67

10 663 自 動 車 整 備 ・ 機 械 修 理 0.00 11.98 1.19 13.17

11 551 不 動 産 仲 介 及 び 賃 貸 0.00 9.93 2.00 11.93

12 461 電 力 0.00 8.43 2.23 10.66

13 211 石 油 製 品 0.00 7.97 0.72 8.69

14 164 紙 加 工 品 0.00 8.51 0.09 8.60

15 591 通 信 0.00 4.24 4.25 8.49

16 577 倉 庫 6.32 1.63 0.21 8.16

17 578 運 輸 附 帯 サ ー ビ ス 0.00 4.87 1.28 6.15

18 672 飲 食 サ ー ビ ス 0.00 0.00 6.11 6.11

19 552 住 宅 賃 貸 料 0.00 0.00 5.97 5.97

20 691 分 類 不 明 0.00 4.68 0.32 5.00

21 593 情 報 サ ー ビ ス 0.00 3.97 0.86 4.83

生 産 誘 発 額 部 門 別 内 訳 （ 誘 発 額 順 ）

第 １ 次 間 接
波 及 効 果

第 ２ 次 間 接
波 及 効 果

総 合 効 果順位 No. 部 門 分 類 （ 中 分 類 ） 直 接 効 果

89 015 林 業 0.00 0.01 0.00 0.02

90 339 そ の 他 の 電 気 機 械 0.00 0.00 0.01 0.01

91 163 パ ル プ ・ 紙 ・ 板 紙 ・ 加 工 紙 0.00 0.01 0.00 0.01

92 017 漁 業 0.00 0.00 0.01 0.01

93 354 船 舶 ・ 同 修 理 0.00 0.01 0.00 0.01

94 253 陶 磁 器 0.00 0.01 0.00 0.01

95 231 な め し 革 ・ 革 製 品 ・ 毛 皮 0.00 0.00 0.00 0.00

96 206 化 学 繊 維 0.00 0.00 0.00 0.00

97 263 鋳 鍛 造 品 （ 鉄 ） 0.00 0.00 0.00 0.00

98 575 航 空 輸 送 0.00 0.00 0.00 0.00

99 333 電 子 応 用 装 置 ・ 電 気 計 測 器 0.00 0.00 0.00 0.00

100 061 石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス 0.00 0.00 0.00 0.00

101 062 そ の 他 の 鉱 業 0.00 0.00 0.00 0.00

102 114 た ば こ 0.00 0.00 0.00 0.00

103 271 非 鉄 金 属 製 錬 ・ 精 製 0.00 0.00 0.00 0.00

104 411 建 築 0.00 0.00 0.00 0.00

105 413 公 共 事 業 0.00 0.00 0.00 0.00

106 419 そ の 他 の 土 木 建 設 0.00 0.00 0.00 0.00

107 594 イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 0.00 0.00 0.00 0.00

838.60 227.94 103.63 1,170.17産 業 計

 ≪ⅱ 「部門別内訳」シート≫ 
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（単位： 万円 、 人 ）

 ×　県内自給率（与件データ含む）

161 万円

 ×　就業係数

839 万円 3 人

うち中間投入 うち粗付加価値誘発額
 ×　雇用係数

1 人

（原材料等）
513 万円

325 万円 うち 雇用者所得誘発額 154 万円

 ×　県内自給率

156 万円

169 万円

 ×　逆行列係数

 ×　就業係数

228 万円 0 人

うち中間投入 うち粗付加価値誘発額
 ×　雇用係数

0 人

（原材料等）
107 万円

121 万円 うち 雇用者所得誘発額 55 万円

209 万円

154 万円

55 万円

　　　 ×　消費転換係数

80 万円

130 万円

　　　 ×　県内自給率

44 万円

86 万円

　　　 ×　逆行列係数

 ×　就業係数

生産誘発額 104 万円 0 人

うち中間投入 うち粗付加価値誘発額
 ×　雇用係数

0 人

（原材料等）
70 万円

34 万円 うち 雇用者所得誘発額 24 万円

分析結果
生産誘発額

粗付加価値誘発額

総合効果（合計） 1,170 万円 690 万円 233 万円 4 人 1 人

直接効果 839 万円 513 万円 154 万円 3 人 1 人

第１次間接波及効果 228 万円 107 万円 55 万円 0 人 0 人

第２次間接波及効果 104 万円 70 万円 24 万円 0 人 0 人

（注）四捨五入の関係で、合計が内訳の総額と一致しない場合があります。

うち直接効果による誘発額

移輸入額

県内需要額

直
接
効
果

生産誘発額 就業誘発者数

雇用誘発者数

移輸入額

経済波及効果フローチャート

1,000

需要増加額（マージン処理後）

万円

雇用者所得誘発額

就業誘発者数

雇用誘発者数

第
１
次
間
接
波
及
効
果

生産誘発額 就業誘発者数

雇用誘発者数

第
２
次
間
接
波
及
効
果

就業誘発者数

雇用誘発者数

貯蓄等

消費支出総額

移輸入額

県内需要額

うち第一次間接波及効果による誘発額

雇用者所得誘発額

「耕種農業」の県内自給率を���％としていますが、購入

者価格から生産者価格へ変換した際の商業・運輸マージン

が県外に流出しています。（第４章4２参照） 

「耕種農業」の中間投入である化学肥料や商業等、部門ごとに県内自給率を計算

し、県内分の需要を算出します。そうして算出された県内需要額に逆行列係数を

乗ずることで第１次間接波及効果を求めます。 

直接効果・第１次間接波及効果で求められた粗付

加価値誘発額のうち、雇用者所得誘発額を合計し

ます。この雇用者所得の増加によって、第２次間

接波及効果が発生します。 

雇用者所得の増加分のうち、消費に回す金額を算出しま

す。今回の分析では、消費転換係数は初期設定値として

います。その後、県内分の需要を算出し、逆行列係数を

乗ずることで第２次間接波及効果を求めます。 

 ≪ⅲ 「フローチャート」シート≫ 
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【事例１－２】他都道府県への移出が増加した場合の経済波及効果 

（１） 分析内容 

 神奈川県で生産されたものは、他都道府県や海外で消費されるものも多く、県外の消費行動に

大きく影響を受ける。 

 今回は、他都道府県への移出が増加し、雇用者所得の増加に伴う消費割合が増加（消費転換率

80％）した場合の経済波及効果について分析する。 

（３） 需要の増加額 

費目 金額（百万円） 価格評価 部門分類 

全産業 移出額×１％（196,130） 生産者価格 全産業 

 ※ 県内自給率は初期設定値を利用し、消費転換率は80％とする。 

（４） 入力の手順 

ⅰ 「基本設定」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

 

ⅱ 平成27（2015）年神奈川県産業連関表の「取引基本表（107部門）」のうち、 

  移出額に１％を乗じて得られる値を需要の増加額とする。 

  「取引基本表（107部門）」は、本県のホームページに掲載している「平成27（2015）年神奈 

  川県産業連関表」から入手することができます。 
 

  ・平成27（2015）年神奈川県産業連関表 

   http://www.pref.kanagawa.jp/docs/x6z/tc20/sanren/newest.html 

  ・取引基本表（107部門） 
 

  例えば、平成27（2015）年神奈川県産業連関表によると「011 耕種農業」の移出額は 

  49,619百万円であることが分かるので、１％である496百万円を分析対象とします。 

  なお、取引基本表は生産者価格表示のため、価格評価は生産者価格とします。 

 

ⅲ 「入力②」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

（２） 内容の設定 

 全産業で他都道府県への移出が１％増えたと仮定する。 

 ここでは、「平成27（2015）年神奈川県産業連関表」の移出額に１％を乗じた金額をそのまま

使用するため、「入力②」シートを用いる。 

≪ⅰ 「基本設定」シート≫ 

①分析タイトル・内容

②表示単位

金額 百万円

人数 人
分析実施日記載 しない

③消費転換率

80.0%

※　入力しない場合、消費転換率は61.9％となります。

④使用シート

入力シート ②

第２次間接波及効果の計算に用いる消費転換率（％）

他都道府県への移出が増加した場合の経済波及効果分析タイトル

分析内容

　神奈川県で生産されたものは、他都道府県や海外で消費されるものも多く、県外の消費行
動に大きく影響を受ける。
　今回は、他都道府県への移出が増加し、雇用者所得の増加に伴う消費割合が増加（消費
転換率80％）した場合の経済波及効果について分析する。
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≪ⅲ 「入力②」シート≫ 

需要増加額・県内自給率入力欄 （単位：百万円）

生産者価格 購入者価格

011 耕 種 農 業 496 496

012 畜 産 67 67

013 農 業 サ ー ビ ス 28 28

015 林 業 3 3

017 漁 業 193 193

061 石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス 0 0

062 そ の 他 の 鉱 業 63 63

111 食 料 品 9,451 9,451

112 飲 料 3,448 3,448

113 飼 料 ・ 有 機 質 肥 料 （ 別 掲 を 除 く 。 ） 166 166

114 た ば こ 0 0

151 繊 維 工 業 製 品 64 64

152 衣 服 ・ そ の 他 の 繊 維 既 製 品 202 202

161 木 材 ・ 木 製 品 43 43

162 家 具 ・ 装 備 品 792 792

163 パ ル プ ・ 紙 ・ 板 紙 ・ 加 工 紙 507 507

164 紙 加 工 品 1,139 1,139

N0. 部 門 分 類 （ 中 分 類 ）
需要増加　入力欄 県 内 自 給 率

（独自設定）（％）
需要増加額
（価格変換後）

631 教 育 808 808

632 研 究 13,726 13,726

641 医 療 1,702 1,702

642 保 健 衛 生 0 0

643 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 213 213

644 介 護 266 266

659 他 に 分 類 さ れ な い 会 員 制 団 体 0 0

661 物 品 賃 貸 サ ー ビ ス 574 574

662 広 告 13 13

663 自 動 車 整 備 ・ 機 械 修 理 2,053 2,053

669 そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 8,238 8,238

671 宿 泊 業 1,358 1,358

672 飲 食 サ ー ビ ス 4,135 4,135

673 洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業 25 25

674 娯 楽 サ ー ビ ス 364 364

679 そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス 46 46

681 事 務 用 品 0 0

691 分 類 不 明 113 113

合 計 196,130 0 　 196,130

×１％ 

≪ⅱ 平成27（2015）年神奈川県産業連関表のうち取引基本表（107部門分類）≫ 
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１　分析タイトル

２　分析内容

３　初期投資額 （単位：百万円）

196,130 消費転換率
84,689 80.0%

111,441

４　分析結果 （単位：百万円、人）

生産誘発額 就業誘発者数

粗付加価値誘発額

雇用者所得
誘発額

総合効果（合計） 124,122 64,280 30,302 7,810 7,280

直接効果 84,689 41,709 21,236 5,224 4,928
第１次間接波及効果 22,520 11,196 5,193 1,495 1,369
第２次間接波及効果 16,913 11,375 3,872 1,091 983
波及効果倍率（生産誘発額÷最終需要増加額） 0.63 倍
生産誘発倍率（生産誘発額÷直接効果） 1.47 倍

５　生産誘発額上位10部門内訳（統合中分類） （単位：百万円）

NO. 部門分類（統合中分類） 直接効果 第１次間接波及効果 第２次間接波及効果 総合効果

511 商業 8,628 1,622 1,903 12,153
669 その他の対事業所サービス 5,519 3,799 469 9,787
632 研究 8,470 0 10 8,481
211 石油製品 7,429 751 118 8,297
461 電力 6,380 1,533 364 8,276
593 情報サービス 5,443 603 140 6,186
352 その他の自動車 4,644 166 10 4,820
462 ガス・熱供給 4,112 309 298 4,719
571 鉄道輸送 4,090 108 205 4,403
553 住宅賃貸料（帰属家賃） 0 0 4,227 4,227

54,714 8,890 7,744 71,349

６　経済波及効果・雇用創出効果及び生産誘発額上位10部門グラフ （単位：百万円、人）

（注）１　四捨五入の関係で、合計が内訳の総額と一致しない場合があります。
　　　２　経済波及効果分析には、波及の中断がない等の仮定・前提条件がありますので御留意ください。

平成27（2015）年神奈川県産業連関表による
経済波及効果分析結果（統合中分類）

県内需要額（直接効果）

最終需要増加額

合 計

雇用
誘発者数

他都道府県への移出が増加した場合の経済波及効果

　神奈川県で生産されたものは、他都道府県や海外で消費されるものも多く、県外の消費行動に
大きく影響を受ける。
　今回は、他都道府県への移出が増加し、雇用者所得の増加に伴う消費割合が増加（消費転換率
80％）した場合の経済波及効果について分析する。

＜参考＞県外需要額

12,153 

9,787 
8,481 8,297 8,276 

6,186 
4,820 4,719 4,403 4,227 

生産誘発額

上位10部門

直接効果
第１次間接波及効果
第２次間接波及効果
総合効果

84,689 

41,709 

21,236 22,520 

11,196 
5,193 

16,913 
11,375 

3,872 

経済波及効果

う
ち雇

用
者
所
得

誘
発
額

生
産
誘
発
額

う
ち粗

付
加
価
値

誘
発
額

5,224 
4,928 

1,495 1,369 1,091 983 

雇用創出効果

就
業
誘
発
者
数

う
ち雇

用
誘
発
者
数

 ≪ⅰ 「結果」シート≫ 

（５） 結果の表示 
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【事例１－３】マラソン大会開催による経済波及効果 

（１） 分析内容 

 マラソン大会を開催した際の、マラソン大会の運営それ自体から生じる経済波及効果や、参加

者や観戦者が様々な消費を行うことによる経済波及効果について分析する。 

（３－①） 需要の増加額：マラソン大会の運営にかかる経費 

経費 内容 金額（千円） 

予備費   

配分後

（千円） 

部門分類 県内自給率 

諸謝金   
医師・看護師 緊急時のため待機 400 413 医療 100％ 

走路員（ボランティア） 交通費のみ支給 100 103 鉄道輸送 100％ 

会場使用料 競技場 会場 1,500 1,550 娯楽サービス 100％ 

運営費   

賞状 表彰状印刷 100 103 
印刷・製版・

製本 
100％ 

副賞 運動用品 300 310 
その他の製造

工業製品 
初期設定値 

道路使用許可申請 申請費用 20 21 公務 100％ 

飲料代 スポーツドリンク 80 83 飲料 初期設定値 

参加者募集広告 広告看板等 500 517 広告 100％ 

予備費 予備費は他の費用構成比で配分  100       

3,100 3,100   合計  

 経済波及効果を分析する際は、分析の起点（分析対象）を明確にする必要がある。 

 今回のように、運営経費による効果とイベント参加者の消費による効果を分析対象としたり、

運営それ自体から生じる経済波及効果を見るために開催経費に限定して分析する等、様々な分析

の起点が想定されるため、目的に合わせて設定を行う。なお、今回は経費のうち、大会事務局の

アルバイトへ支払う賃金は部門分類に分類できないため、その収入の一部を消費にまわすと仮定

して、経費とは別に分析することとする。 

 マラソン大会のようなイベントは、一つの部門に全ての経費を含めるのではなく、各経費を

様々な部門に分散して最終需要を与える必要がある。どのような支出があったのか明細を確認

し、場合によってはヒアリングを行うことで、各経費がどの部門分類に当てはまるのか割り当て

る必要がある。 

 今回は例示のため、主要な経費に絞って分析を行うが、実際はもっと細かい支出が想定され

る。なお、経費やイベント参加者の消費は最終需要であることが明らかであるため、需要増加

ツールを利用し、需要の増加額は全て千円単位の購入者価格と想定する。 

 今回は、「① マラソン大会の運営にかかる経費」、「② 事務局アルバイトに支払う賃金の

消費」「③ 参加者等の消費」を対象として分析する。 

 経費は、以下の通りであったとします。その後、経費の内容を考え部門分類を対応させます。

例えば、同じ「諸謝金」でも、医師や看護師が緊急時に備えて待機し、謝金を払った場合は「医

療」に該当しますが、交通費のみ支給されている走路員への謝金は「鉄道輸送」となります。 

 また、各経費に対して、県内業者への需要であることが分かっている部門は県内自給率を100％

とし、不明なものは入力を行わず、元々設定されている県内自給率で分析を行います。 

 予備費はどのように使われるか予想できないため、それ以外の費用の構成比で配分することと

します。また、ここには記載していませんが、アルバイトに支払う給与は「② 事務局アルバイ

トに支払う賃金の消費」で分析対象とします。 

（２） 内容の設定 

少し複雑ですが、ある一つのイベントについて、経済波及効果の起点となる最終需要を分けて分

析する事例を紹介します。平易な説明となるよう数値を設定しましたので、実際のマラソン大会

開催時の経費とは金額が乖離する場合があることに御注意ください。 

 ※ 県内自給率は県内業者へ依頼する部門を100％とし、消費転換率は初期設定値を利用する。 

   また、予備費配分後の数値は、小数点以下を四捨五入して分析する。 
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（４－①） 入力の手順 

ⅰ 「基本設定」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

  なお、金額の単位は「千円」とし、消費転換率の設定は初期設定値とします。 

 

ⅱ 「入力①」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

  「部門分類」シートの「品目例示」列を参考に、分析したい需要増加額の費目が、 

  黄色セル「中分類」のうち、どの分類に該当するか選択します。 

  なお、県内業者に依頼する（及び県内在住者へ支払う）と想定している経費については 

  県内自給率を100％としています。 

≪ⅰ 「基本設定」シート≫ 

①分析タイトル・内容

②表示単位

金額 千円

人数 人
分析実施日記載 しない

③消費転換率

※　入力しない場合、消費転換率は61.9％となります。

④使用シート

入力シート ①

第２次間接波及効果の計算に用いる消費転換率（％）

①　マラソン大会の運営にかかる経費分析タイトル

分析内容

　マラソン大会の運営にかかる経費は様々想定されるが、今回の分析では「諸謝金」、「会場
使用料」、「運営費」、「予備費」に分けて分析を行う。ただし、同じ「諸謝金」でも医療への謝
金や交通費としての謝金など、様々な目的が想定されるため、内容によって細かく部門分類を
設定する。
　県内業者への需要であることが分かっている部門は県内自給率100％とし、予備費はどのよ
うに使われるか予想できないため、それ以外の費用の構成比で配分する。

≪ⅱ 「入力①」シート≫ 

需 要 増 加 額 一 覧

費 目 金 額 ： 千 円 価 格 評 価 大 分 類 中 分 類

1 諸謝金：医師・看護師　【緊急時のため待機】 413 購入者価格 医療・福祉 医療

2 諸謝金：走路員（ボランティア）　【交通費のみ支給】 103 購入者価格 運輸・郵便 鉄道輸送

3 会場使用料：競技場　【会場】 1,550 購入者価格 対個人サービス 娯楽サービス

4 運営費：賞状　【表彰状印刷】 103 購入者価格 その他の製造工業製品 印刷・製版・製本

5 運営費：副賞　【運動用品】 310 購入者価格 その他の製造工業製品 その他の製造工業製品

6 運営費：道路使用許可申請　【申請費用】 21 購入者価格 公務 公務

7 運営費：飲料代　【スポーツドリンク】 83 購入者価格 飲食料品 飲料

8 運営費：参加者募集広告　【広告看板等】 517 購入者価格 対事業所サービス 広告

9

No.
需 要 増 加 産 業 連 関 表 部 門 分 類
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価 格 変 換 後 の 需 要 増 加 額 （単位：千円）

生産者価格 購入者価格

011 耕 種 農 業 0 0 0

012 畜 産 0 0 0

013 農 業 サ ー ビ ス 0 0 0

015 林 業 0 0 0

017 漁 業 0 0 0

061 石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス 0 0 0

062 そ の 他 の 鉱 業 0 0 0

111 食 料 品 0 0 0

112 飲 料 0 83 53

113 飼 料 ・ 有 機 質 肥 料 （ 別 掲 を 除 く 。 ） 0 0 0

114 た ば こ 0 0 0

151 繊 維 工 業 製 品 0 0 0

152 衣 服 ・ そ の 他 の 繊 維 既 製 品 0 0 0

161 木 材 ・ 木 製 品 0 0 0

162 家 具 ・ 装 備 品 0 0 0

163 パ ル プ ・ 紙 ・ 板 紙 ・ 加 工 紙 0 0 0

164 紙 加 工 品 0 0 0

191 印 刷 ・ 製 版 ・ 製 本 0 103 100.0% 94

201 化 学 肥 料 0 0 0

202 無 機 化 学 工 業 製 品 0 0 0

需要増加額
（価格変換後）

需要増加額一覧より

県内自給率N0. 部 門 分 類 （ 中 分 類 ）

553 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ） 0 0 0

571 鉄 道 輸 送 0 103 100.0% 103

572 道 路 輸 送 （ 自 家 輸 送 を 除 く 。 ） 0 0 15

573 自 家 輸 送 0 0 0

574 水 運 0 0 2

575 航 空 輸 送 0 0 0

576 貨 物 利 用 運 送 0 0 1

577 倉 庫 0 0 3

578 運 輸 附 帯 サ ー ビ ス 0 0 0

579 郵 便 ・ 信 書 便 0 0 0

591 通 信 0 0 0

592 放 送 0 0 0

593 情 報 サ ー ビ ス 0 0 0

594 イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 0 0 0

595 映 像 ・ 音 声 ・ 文 字 情 報 制 作 0 0 0

611 公 務 0 21 100.0% 21

631 教 育 0 0 0

632 研 究 0 0 0

641 医 療 0 413 100.0% 413

642 保 健 衛 生 0 0 0

643 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 0 0 0

644 介 護 0 0 0

659 他 に 分 類 さ れ な い 会 員 制 団 体 0 0 0

661 物 品 賃 貸 サ ー ビ ス 0 0 0

662 広 告 0 517 100.0% 517

663 自 動 車 整 備 ・ 機 械 修 理 0 0 0

669 そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0 0 0

671 宿 泊 業 0 0 0

672 飲 食 サ ー ビ ス 0 0 0

673 洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業 0 0 0

674 娯 楽 サ ー ビ ス 0 1,550 100.0% 1,550

679 そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス 0 0 0

681 事 務 用 品 0 0 0

691 分 類 不 明 0 0 0

合 計 0 3,100 　 3,100
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１　分析タイトル

２　分析内容

３　初期投資額 （単位：千円）

3,100 消費転換率
2,838 61.9%

262

４　分析結果 （単位：千円、人）

生産誘発額 就業誘発者数

粗付加価値誘発額

雇用者所得
誘発額

総合効果（合計） 4,170 2,456 1,137 0 0

直接効果 2,838 1,696 832 0 0
第１次間接波及効果 826 420 190 0 0
第２次間接波及効果 506 340 116 0 0
波及効果倍率（生産誘発額÷最終需要増加額） 1.35 倍
生産誘発倍率（生産誘発額÷直接効果） 1.47 倍

５　生産誘発額上位10部門内訳（統合中分類） （単位：千円）

NO. 部門分類（統合中分類） 直接効果 第１次間接波及効果 第２次間接波及効果 総合効果

674 娯楽サービス 1,550 20 12 1,582
662 広告 517 5 1 522
641 医療 413 3 13 428
511 商業 99 54 57 210
592 放送 0 168 4 172
553 住宅賃貸料（帰属家賃） 0 0 126 126
669 その他の対事業所サービス 0 102 14 116
571 鉄道輸送 103 4 6 113
191 印刷・製版・製本 94 3 0 97
461 電力 0 57 11 68

2,776 416 244 3,436

６　経済波及効果・雇用創出効果及び生産誘発額上位10部門グラフ （単位：千円、人）

（注）１　四捨五入の関係で、合計が内訳の総額と一致しない場合があります。
　　　２　経済波及効果分析には、波及の中断がない等の仮定・前提条件がありますので御留意ください。

平成27（2015）年神奈川県産業連関表による
経済波及効果分析結果（統合中分類）

県内需要額（直接効果）

最終需要増加額

合 計

雇用
誘発者数

①　マラソン大会の運営にかかる経費

　マラソン大会の運営にかかる経費は様々想定されるが、今回の分析では「諸謝金」、「会場使用料」、
「運営費」、「予備費」に分けて分析を行う。ただし、同じ「諸謝金」でも医療への謝金や交通費としての
謝金など、様々な目的が想定されるため、内容によって細かく部門分類を設定する。
　県内業者への需要であることが分かっている部門は県内自給率100％とし、予備費はどのように使われるか
予想できないため、それ以外の費用の構成比で配分する。

＜参考＞県外需要額
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428 

210 172 126 116 113 97 68 

生産誘発額

上位10部門

直接効果
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総合効果
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 ≪ⅰ 「結果」シート≫ 

（５－①） 結果の表示 



 
２９ 

 イベント開催によって発生する経費のうち、大会事務局のアルバイトへ支払う賃金の消費につ

いて分析します。今回は合計で1,000千円かかったとします。 

 支払った賃金のうち、一部が消費にまわされると仮定し、需要増加ツールの「各種係数」シー

ト記載の「民間消費支出構成比」で振り分けて分析を行います。また、所得のうち消費にまわす

割合は、分析ツールに記載の消費転換率61.9％を用い、619千円が消費され、391千円が貯蓄等に

まわったと仮定します。 

 なお、民間消費支出とは、家計消費支出と対家計民間非営利団体消費支出からなるもので、家

計消費支出は、家計の財およびサービスの取得に対する消費支出額を指し、対家計民間非営利団

体消費支出は、労働組合、宗教団体等の対家計民間非営利サービス生産者に対する消費支出額を

指します。 

費目 
経費     

（千円） 

支出金額 

（千円） 
部門分類 

アルバイトの消費 1,000 619 民間消費支出構成比で全産業に配分 

（３－②） 需要の増加額：事務局アルバイトに支払う賃金の消費 

（４－②） 入力の手順 

ⅰ 「基本設定」シートのオレンジ色のセルに入力します。今回は「各種係数」シート記載の 

  「民間消費支出構成比」を利用するため、「入力②」シートを用います。 

 

ⅱ 需要増加額（619千円）を、「各種係数」シートに記載の「民間消費支出構成比」で 

  配分します。 

 

ⅲ 「入力①」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

 ※ 県内自給率及び消費転換率は初期設定値を利用する。 

①分析タイトル・内容

②表示単位

金額 千円

人数 人
分析実施日記載 しない

③消費転換率

※　入力しない場合、消費転換率は61.9％となります。

④使用シート

入力シート ②

第２次間接波及効果の計算に用いる消費転換率（％）

②　事務局アルバイトに支払う賃金の消費分析タイトル

分析内容
　経費のうち、大会事務局のアルバイトへ支払う賃金は部門分類への対応が出来ないため、
一定割合を「民間消費支出構成比」に従って消費すると仮定して分析を行う。
　賃金に対する消費割合は消費転換率の初期設定値を利用する。

≪ⅰ 「基本設定」シート≫ 
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≪ⅱ 「各種係数」シート≫ 
需要増加額���千円を乗ずる 

需要増加額・県内自給率入力欄 （単位：千円）

生産者価格 購入者価格

011 耕 種 農 業 5 3

012 畜 産 0 0

013 農 業 サ ー ビ ス 1 1

015 林 業 0 0

017 漁 業 1 0

061 石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス 0 0

062 そ の 他 の 鉱 業 0 0

111 食 料 品 37 24

112 飲 料 9 6

113 飼 料 ・ 有 機 質 肥 料 （ 別 掲 を 除 く 。 ） 0 0

114 た ば こ 6 4

151 繊 維 工 業 製 品 0 0

152 衣 服 ・ そ の 他 の 繊 維 既 製 品 9 4

161 木 材 ・ 木 製 品 0 0

N0. 部 門 分 類 （ 中 分 類 ）
需要増加　入力欄 県 内 自 給 率

（独自設定）（％）
需要増加額
（価格変換後）

632 研 究 0 0

641 医 療 14 14

642 保 健 衛 生 1 1

643 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 11 11

644 介 護 1 1

659 他 に 分 類 さ れ な い 会 員 制 団 体 6 6

661 物 品 賃 貸 サ ー ビ ス 1 1

662 広 告 0 0

663 自 動 車 整 備 ・ 機 械 修 理 5 5

669 そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1 1

671 宿 泊 業 8 8

672 飲 食 サ ー ビ ス 45 45

673 洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業 9 9

674 娯 楽 サ ー ビ ス 17 17

679 そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス 16 16

681 事 務 用 品 0 0

691 分 類 不 明 0 0

合 計 0 619 　 619

≪ⅲ 「入力②」シート≫ 



 
３１ 

１　分析タイトル

２　分析内容

３　初期投資額 （単位：千円）

619 消費転換率
425 61.9%
194

４　分析結果 （単位：千円、人）

生産誘発額 就業誘発者数

粗付加価値誘発額

雇用者所得
誘発額

総合効果（合計） 577 390 138 0 0

直接効果 425 298 101 0 0
第１次間接波及効果 90 50 23 0 0
第２次間接波及効果 61 41 14 0 0
波及効果倍率（生産誘発額÷最終需要増加額） 0.93 倍
生産誘発倍率（生産誘発額÷直接効果） 1.36 倍

５　生産誘発額上位10部門内訳（統合中分類） （単位：千円）

NO. 部門分類（統合中分類） 直接効果 第１次間接波及効果 第２次間接波及効果 総合効果

553 住宅賃貸料（帰属家賃） 124 0 15 139
511 商業 70 6 7 83
531 金融・保険 22 12 4 38
672 飲食サービス 29 0 4 33
552 住宅賃貸料 29 0 4 32
591 通信 15 6 3 23
631 教育 17 0 2 19
669 その他の対事業所サービス 1 14 2 17
641 医療 12 0 2 14
679 その他の対個人サービス 12 0 1 14

329 39 43 410

６　経済波及効果・雇用創出効果及び生産誘発額上位10部門グラフ （単位：千円、人）

（注）１　四捨五入の関係で、合計が内訳の総額と一致しない場合があります。
　　　２　経済波及効果分析には、波及の中断がない等の仮定・前提条件がありますので御留意ください。

平成27（2015）年神奈川県産業連関表による
経済波及効果分析結果（統合中分類）

県内需要額（直接効果）

最終需要増加額

合 計

雇用
誘発者数

②　事務局アルバイトに支払う賃金の消費

　経費のうち、大会事務局のアルバイトへ支払う賃金は部門分類への対応が出来ないため、一定
割合を「民間消費支出構成比」に従って消費すると仮定して分析を行う。
　賃金に対する消費割合は消費転換率の初期設定値を利用する。

＜参考＞県外需要額
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 ≪ⅰ 「結果」シート≫ 

（５－②） 結果の表示 
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 マラソン大会を開催した場合、ランナーと観戦者は移動・飲食・買い物・宿泊等を行うことが

想定されます。今回は簡易な分析のため、ランナーと観戦者の区別を行わず、全て県内の参加者

で日帰りと仮定しますが、詳細な分析を行うためには、ランナーと観戦者の消費額や、県内・県

外の人数、日帰りと宿泊等、アンケート等により細かく把握する必要があります。 

 マラソン大会のランナー及び観戦者は合計で１万人で、一人当たり5,000円の支出があったと想

定します。一人当たり5,000円の支出内訳は以下の通りであったとします。 

費目 内容 
一人当たり支出     

（円） 

合計    

（千円） 
部門分類 県内自給率 

交通費（往復） 
自家用車利用を想

定せず、鉄道のみ 
1,000 10,000 鉄道輸送 100％ 

飲食代 
マラソン会場近辺

の飲食店利用 
1,700 17,000 飲食サービス 100％ 

飲料代 スポーツドリンク 300 3,000 飲料 初期設定値 

お土産代 食料品のみと想定 800 8,000 食料品 初期設定値 

温泉利用 県内の温泉利用 1,200 12,000 
洗濯・理容・

美容・浴場業 
100％ 

5,000 50,000   合計 

（３－③） 需要の増加額：参加者等の消費 

（４－③） 入力の手順 

ⅰ 「基本設定」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

  なお、金額の単位は「千円」とし、消費転換率の設定は初期設定値とします。 

 

ⅱ 「入力①」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

  「部門分類」シートの「品目例示」列を参考に、分析したい需要増加額の費目が、 

  黄色セル「中分類」のうち、どの分類に該当するか選択します。 

  なお、県内業者が需要を賄うと想定される部門の県内自給率を100％としています。 

 ※ 県内自給率は県内業者へ依頼する部門を100％とし、消費転換率は初期設定値を利用する。 

≪ⅰ 「基本設定」シート≫ 

①分析タイトル・内容

②表示単位

金額 千円

人数 人
分析実施日記載 しない

③消費転換率

※　入力しない場合、消費転換率は61.9％となります。

④使用シート

入力シート ①

第２次間接波及効果の計算に用いる消費転換率（％）

③　参加者等の消費分析タイトル

分析内容

　マラソン大会を開催した場合、ランナーと観戦者は移動・飲食・買い物・宿泊等を行うことが
想定される。今回は簡単のため、ランナーと観戦者の区別を行わず、全て県内の参加者で日
帰りと仮定する。
　ランナー及び観戦者は合計で１万人で、一人当たり5,000円の支出があったと想定して分析
する。



 
３３ 

≪ⅱ 「入力①」シート≫ 

需 要 増 加 額 一 覧

費 目 金 額 ： 千 円 価 格 評 価 大 分 類 中 分 類

1 交通費（往復） 10,000 購入者価格 運輸・郵便 鉄道輸送

2 飲食代 17,000 購入者価格 対個人サービス 飲食サービス

3 飲料代 3,000 購入者価格 飲食料品 飲料

4 お土産代 8,000 購入者価格 飲食料品 食料品

5 温泉利用 12,000 購入者価格 対個人サービス 洗濯・理容・美容・浴場業

6

No.
需 要 増 加 産 業 連 関 表 部 門 分 類

価 格 変 換 後 の 需 要 増 加 額 （単位：千円）

生産者価格 購入者価格

011 耕 種 農 業 0 0 0

012 畜 産 0 0 0

013 農 業 サ ー ビ ス 0 0 0

015 林 業 0 0 0

017 漁 業 0 0 0

061 石 炭 ・ 原 油 ・ 天 然 ガ ス 0 0 0

062 そ の 他 の 鉱 業 0 0 0

111 食 料 品 0 8,000 5,135

112 飲 料 0 3,000 1,925

113 飼 料 ・ 有 機 質 肥 料 （ 別 掲 を 除 く 。 ） 0 0 0

114 た ば こ 0 0 0

151 繊 維 工 業 製 品 0 0 0

152 衣 服 ・ そ の 他 の 繊 維 既 製 品 0 0 0

需要増加額
（価格変換後）

需要増加額一覧より

県内自給率N0. 部 門 分 類 （ 中 分 類 ）

552 住 宅 賃 貸 料 0 0 0

553 住 宅 賃 貸 料 （ 帰 属 家 賃 ） 0 0 0

571 鉄 道 輸 送 0 10,000 100.0% 10,003

572 道 路 輸 送 （ 自 家 輸 送 を 除 く 。 ） 0 0 255

573 自 家 輸 送 0 0 0

574 水 運 0 0 31

575 航 空 輸 送 0 0 1

576 貨 物 利 用 運 送 0 0 21

577 倉 庫 0 0 45

578 運 輸 附 帯 サ ー ビ ス 0 0 0

579 郵 便 ・ 信 書 便 0 0 0

591 通 信 0 0 0

592 放 送 0 0 0

593 情 報 サ ー ビ ス 0 0 0

594 イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 0 0 0

595 映 像 ・ 音 声 ・ 文 字 情 報 制 作 0 0 0

611 公 務 0 0 0

631 教 育 0 0 0

632 研 究 0 0 0

641 医 療 0 0 0

642 保 健 衛 生 0 0 0

643 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 0 0 0

644 介 護 0 0 0

659 他 に 分 類 さ れ な い 会 員 制 団 体 0 0 0

661 物 品 賃 貸 サ ー ビ ス 0 0 0

662 広 告 0 0 0

663 自 動 車 整 備 ・ 機 械 修 理 0 0 0

669 そ の 他 の 対 事 業 所 サ ー ビ ス 0 0 0

671 宿 泊 業 0 0 0

672 飲 食 サ ー ビ ス 0 17,000 100.0% 17,000

673 洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業 0 12,000 100.0% 12,000

674 娯 楽 サ ー ビ ス 0 0 0

679 そ の 他 の 対 個 人 サ ー ビ ス 0 0 0

681 事 務 用 品 0 0 0

691 分 類 不 明 0 0 0

合 計 0 50,000 50,000
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１　分析タイトル

２　分析内容

３　初期投資額 （単位：千円）

50,000 消費転換率
42,945 61.9%
7,055

４　分析結果 （単位：千円、人）

生産誘発額 就業誘発者数

粗付加価値誘発額

雇用者所得
誘発額

総合効果（合計） 63,250 35,971 17,301 7 6

直接効果 42,945 24,076 12,384 6 5
第１次間接波及効果 12,607 6,718 3,155 1 1
第２次間接波及効果 7,698 5,177 1,763 0 0
波及効果倍率（生産誘発額÷最終需要増加額） 1.27 倍
生産誘発倍率（生産誘発額÷直接効果） 1.47 倍

５　生産誘発額上位10部門内訳（統合中分類） （単位：千円）

NO. 部門分類（統合中分類） 直接効果 第１次間接波及効果 第２次間接波及効果 総合効果

672 飲食サービス 17,000 77 454 17,531
673 洗濯・理容・美容・浴場業 12,000 289 129 12,417
571 鉄道輸送 10,003 55 93 10,151
511 商業 2,079 1,731 866 4,676
111 食料品 1,180 768 161 2,109
553 住宅賃貸料（帰属家賃） 0 0 1,924 1,924
669 その他の対事業所サービス 0 1,140 214 1,354
461 電力 0 1,087 166 1,253
531 金融・保険 0 595 516 1,111
551 不動産仲介及び賃貸 0 746 149 895

42,262 6,489 4,670 53,421

６　経済波及効果・雇用創出効果及び生産誘発額上位10部門グラフ （単位：千円、人）

（注）１　四捨五入の関係で、合計が内訳の総額と一致しない場合があります。
　　　２　経済波及効果分析には、波及の中断がない等の仮定・前提条件がありますので御留意ください。

平成27（2015）年神奈川県産業連関表による
経済波及効果分析結果（統合中分類）

県内需要額（直接効果）

最終需要増加額

合 計

雇用
誘発者数

③　参加者等の消費

　マラソン大会を開催した場合、ランナーと観戦者は移動・飲食・買い物・宿泊等を行うことが
想定される。今回は簡単のため、ランナーと観戦者の区別を行わず、全て県内の参加者で日帰り
と仮定する。
　ランナー及び観戦者は合計で１万人で、一人当たり5,000円の支出があったと想定して分析す
る。
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（５－③） 結果の表示 
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（６） 【事例１－３】分析結果まとめ 

分析結果①「マラソン大会の運営にかかる経費」 

最終需要増加額  3,100千円による 

  経済波及効果（生産誘発額）の総合効果は   4,170千円 

     うち粗付加価値誘発額の総合効果は     2,456千円 

分析結果②「事務局アルバイトに支払う賃金の消費」 

最終需要増加額    619千円による 

  経済波及効果（生産誘発額）の総合効果は    577千円 

     うち粗付加価値誘発額の総合効果は      390千円 

分析結果③「参加者等の消費」 

最終需要増加額 50,000千円による 

  経済波及効果（生産誘発額）の総合効果は   63,250千円 

     うち粗付加価値誘発額の総合効果は    35,971千円 

「マラソン大会による経済波及効果」 

 最終需要増加額 53,719千円による 

   経済波及効果（生産誘発額）の総合効果は   67,997千円 

      うち粗付加価値誘発額の総合効果は    38,817千円 

※ 分析結果①～③は小数点以下を四捨五入して結果を表示しているため、 

  ３つの分析を一度に分析ツールへ入力すると結果が異なる場合があります。 

 ≪内訳≫ 



 

 

３６ 

３ 生産増加ツール 

● 特徴 

 消費や投資、最終需要の内訳が分かっている生産等は需要増加ツールで分析が可能ですが、企業

や工場等における生産増加は中間投入と最終需要の区別がつかない場合があります。生産増加ツー

ルは、中間投入・最終需要の区別が難しい場合でも分析ができるツールです。 

 例えば、タイヤの生産が増加した場合を考えると、生産されたタイヤが「最終財（家計の購入等）」と
「中間財（車生産への利用等）」のどちらを目的として生産されたのか所持しているデータでは分からない場合があ

ります。このような時に、生産増加ツールを利用して分析を行うことができます。 

 なお、需要増加ツールとは異なり、全て生産者価格での入力を前提としています。また、直接効

果は県内100％の生産が前提となるため、県内自給率の入力欄は設定していません。 

● 利用方法 

 基本的には、「需要増加ツール」と同様ですが、主な違いは以下の通りです。 

 ・価格評価（生産者価格・購入者価格）の入力欄は削除し、全て生産者価格と想定 

 ・県内自給率の入力欄がなく、初期生産増加（直接効果）は全て県内の生産と想定 

 ・第１次間接波及効果を算出する際に、外生化逆行列※を乗じる。 

 ※ 外生化逆行列について 

 通常、産業連関表では、最終需要の変化が各部門の生産にどのような影響を与えるかが分析され

ます。そのため、需要増加ツールで使用している逆行列係数は、生産増加による分析では、そのま

ま使用することができません。 

 そこで、第１次間接波及効果算出時には、特定産業（分析を行う産業）を外生化する必要があり

ます。外生化とは、その産業が他の産業から受ける間接的な影響を排除することを意味していま

す。 

 図のように、産業（列）ごとに自交点の係数で列全ての係数を除することで外生化逆行列を作成

します。本ツールの計算過程において外生化逆行列をあらかじめ組み込んでいます。 

 $  %  & 

$ D E$ F$ 

% D% E F% 

& D& E& F 

逆行列係数表 

 $  %  & 

$ １ E$�E F$�F 

% D%�D １ F%�F 

& D&�D E&�E １ 

逆行列係数表

（外生化） 

外生化 
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（４） 入力の手順 

ⅰ 「基本設定」シートのオレンジ色のセルに入力します。今回の金額規模の場合、 

  分析結果の各数値は整数までしか表示されないため、②表示単位の「金額」は万円が適切と 

  考えます。 

 

ⅱ 「部門分類」シートの「品目例示」列を参考に、分析したい需要増加額の費目が、 

  黄色セル「中分類」のうち、どの分類に該当するか選択します。 

 

ⅲ 「入力①」シートのオレンジ色のセルに入力します。 

≪ⅰ 「基本設定」シート≫ 

①分析タイトル・内容

②表示単位

金額 万円

人数 人
分析実施日記載 しない

③消費転換率

※　入力しない場合、消費転換率は61.9％となります。

④使用シート

入力シート ①

第２次間接波及効果の計算に用いる消費転換率（％）

県内のタイヤ工場の生産が増加した場合の経済波及効果分析タイトル

分析内容

　県内のタイヤ工場の生産が増加することによって、完成車への利用や家計消費等が発生す
る。
　タイヤの生産増加のうち、最終需要と中間需要の内訳が不明である場合の経済波及効果を
生産増加ツールで分析する。

【事例２－１】県内のタイヤ工場の生産が増加した場合の経済波及効果 

（１） 分析内容 

 県内のタイヤ工場の生産が増加することによって、車生産への利用や家計消費等が発生する。 

 タイヤの生産増加のうち、最終需要と中間需要の内訳が不明である場合の経済波及効果を生産

増加ツールで分析する。 

（３） 生産増加額 

費目 金額（万円） 部門分類 

タイヤ 3,000 ゴム製品 

 ※消費転換率は初期設定値とする。 

（２） 内容の設定 

 生産されたタイヤは、車への中間投入として利用されたり、家計のような最終消費者が購入す

る場合等が想定される。最終需要増加ツールだと、最終消費者が購入したタイヤの最終需要増加

分と、完成車等の別の最終需要増加分の把握が必要となる。 

 本事例では、県内タイヤ工場の生産が3,000万円増加した場合の波及効果を分析する。 
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≪ⅲ「入力①」シート≫ 

生 産 増 加 額 一 覧

費 目 金 額 ： 万 円 大 分 類 中 分 類

1 タイヤ 3,000 プラスチック・ゴム製品 ゴム製品

2

No.
生 産 増 加 産業連関表部門分類

≪ⅱ 「部門分類」シート≫ 
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１　分析タイトル

２　分析内容

３　初期投資額 （単位：万円） 消費転換率

3,000 61.9%

４　分析結果 （単位：万円、人）

生産誘発額 就業誘発者数

粗付加価値誘発額

雇用者所得
誘発額

総合効果（合計） 4,168 2,210 1,239 2 2

直接効果 3,000 1,547 968 2 2
第１次間接波及効果 617 293 145 0 0
第２次間接波及効果 551 371 126 0 0
波及効果倍率（生産誘発額÷生産増加額） 1.39 倍

５　生産誘発額上位10部門内訳（統合中分類） （単位：万円）

NO. 部門分類（統合中分類） 直接効果 第１次間接波及効果 第２次間接波及効果 総合効果

222 ゴム製品 3,000 0 0 3,000
511 商業 0 92 62 154
553 住宅賃貸料（帰属家賃） 0 0 138 138
204 有機化学工業製品（石油化学系基礎製品・合成樹脂を除く。） 0 78 0 78
669 その他の対事業所サービス 0 61 15 76
461 電力 0 58 12 70
531 金融・保険 0 16 37 53
663 自動車整備・機械修理 0 35 6 41
672 飲食サービス 0 0 32 32
289 その他の金属製品 0 32 1 32

3,000 371 303 3,675

６　経済波及効果・雇用創出効果及び生産誘発額上位10部門グラフ （単位：万円、人）

（注）１　四捨五入の関係で、合計が内訳の総額と一致しない場合があります。
　　　２　経済波及効果分析には、波及の中断がない等の仮定・前提条件がありますので御留意ください。

平成27（2015）年神奈川県産業連関表による
経済波及効果分析結果（統合中分類）

生産増加額

合 計

雇用
誘発者数

県内のタイヤ工場の生産が増加した場合の経済波及効果

　県内のタイヤ工場の生産が増加することによって、完成車への利用や家計消費等が発生する。
　タイヤの生産増加のうち、最終需要と中間需要の内訳が不明である場合の経済波及効果を生産
増加ツールで分析する。
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（５） 結果の表示 


